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下水処理場で下水汚泥をメタン発酵している施設は全国に280ヶ所あり，その中で生ごみを受け入れて

混合メタン発酵を行っている施設は，5ヶ所と極めて少ない現状がある．本研究では，最終処分場の延命

化と環境負荷の削減を目的に，下水汚泥と生ごみの混合メタン発酵を導入した北広島下水処理センターと

恵庭下水終末処理場を対象に，混合メタン発酵を導入した際の効果について検証した．導入の効果を検証

した結果，北広島下水処理センター・恵庭下水終末処理場いずれもCO2排出量に関して，導入の効果がみ

られた．これは，両市とも混合メタン発酵施設を導入する前に生ごみを直接埋立していたため，生ごみを

直接埋立しないことによるCO2排出量の削減が大きな効果として表れた． 
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1. はじめに 

 

 バイオマスの総合的な利活用を促進することを目的と

して，「バイオマス・ニッポン総合戦略」１）が2002年12

月，閣議決定された．先進国全体で温室効果ガス総排出

量を少なくとも5%削減することを国際的に約束した京

都議定書２）の発効（2006年3月）を受けて，「バイオマ

ス・ニッポン総合戦略」は，2006年8月に見直しが行わ

れている．この中で，下水汚泥については，「これまで

の利活用の中心だった製品としてのマテリアル利用だけ

でなく，他のバイオマスとの混合処理やエネルギー利用

の進展により，一層の効率的な利活用が期待される」と，

今後の利活用の展開が位置付けられている．さらに，

2009年6月に制定されたバイオマス活用推進基本法では，

都道府県及び市町村はバイオマス活用推進計画を策定す

るよう努めることが明記され，バイオマスの活用の推進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとされてい

る．下水道は全国で整備が行われ，日々大量の下水が下

水処理場で処理されている．下水処理場では，処理によ

り大量の有機性汚泥が回収され，昨今では有機性汚泥が

持つエネルギー的価値が改めて見直されている．バイオ

マス活用推進基本法に基づき，2010年12月に閣議決定さ

れた「バイオマス活用推進基本計画」３）では，下水汚

泥をバイオマス化や固形燃料化等を行うことによるエネ

ルギー利用の高度化を進め，2020年に約85%の利用を行

うことが目標として掲げられている． 

 また，下水処理を管轄する国土交通省においても2005

年9月に「下水道ビジョン2100」４）がまとめられ，その

中で「水のみち」「資源のみち」「施設再生」の3つを

基本方針として，「健全な水循環と資源循環」を創出す

ることが目指されている．なお，基本方針の一つである，

「資源のみち」においては，下水道施設において，省エ
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ネルギー対策と併せ，下水道の有するエネルギーの再利

用により，従来の化石燃料に頼らないエネルギー100%

自立の処理場の構築により，資源回収・供給ネットワー

クを創出するべきとされている． 

 このような目標を達成するために，国土交通省が実施

したLOTUS Project５）では，汚泥資源化の先端的な技術開

発などが行われ，その後，全国各地で様々なバイオマス

を対象とした混合メタン発酵の導入が始まった．その一

つとして，下水処理場の消化タンクを活用し，前処理工

程を建設して生ごみ等を受け入れることにより，下水汚

泥と混合でメタン発酵を行っている事例がある．下水処

理場で下水汚泥をメタン発酵している施設は全国に約

280ヶ所（下水処理場は全国に2,194ヶ所６））あり，その

中で生ごみを入れて混合メタン発酵を行っている施設は

5ヶ所と極めて少ないのが現状である．導入に際しては，

生ごみを分別収集する仕組みを作ることの難しさや，下

水処理施設へ汚泥以外の物を入れることによる施設への

負荷増大，所管部局の違いによる手続きの煩雑さなど，

様々な要因により進んでいないのが現状である．この事

業を今後普及させていくためには，導入に対しての課題

を解決することに加え，実際に導入された施設に対して，

導入効果の検証を行うことも必要である． 

 本研究では，下水処理場で生ごみと混合メタン発酵を

行う日本国内5つの下水処理場のうち，道内で行われて

いる2施設（北広島下水処理センターと恵庭下水終末処

理場）を対象に，混合メタン発酵施設導入による効果

（コスト，CO2排出量）を明らかにすることを目的に実

施した． 

 

 

2. 対象施設の概要 

 

 本研究で対象とする施設の概要を表-1に示す． 

 北広島市の一般廃棄物は直接埋立による処分が行われ

ている．平成23年度からは2市3町（北広島市，恵庭市，

長沼町，南幌町，由仁町）での一般廃棄物の広域処理

（焼却）が予定されていたため，現在使用されている第

5期最終処分場は平成19年度から平成33年度までの15年

間を使用期間として計画・建設された．しかし，焼却施

設建設予定地と千歳川遊水計画地が重複してしまい焼却

施設建設予定地が一旦白紙となったため，焼却施設供用

開始が平成27年度に延期された．このままの状態で埋立

処分が行われ続けると，平成25年度中には埋立容量を越

える可能性が出てきたため，平成20年10月からごみの有

料化を実施し，ごみ排出量の抑制を図られた．更なる埋

め立て量の削減を目的として，家庭系普通ごみの中で重

量比で約4割を占める生ごみの分別処理が求められ，下

水汚泥との混合メタン発酵が検討された．し尿・浄化槽

汚泥については，近隣の1市3町（北広島市，長沼町，南

幌町，由仁町）で道央地区環境衛生組合を組織して広域

処理が実施されていたが，昭和52年の供用開始以来35年

以上が経過し，し尿処理施設の老朽化が進んでおり，施

設の更新が課題となっていた．しかし，施設更新を行う

際に，し尿処理施設単体での補助制度が無く，また，構

成市町の財政も厳しく，処理経費の削減（効率的な処理

方法）が求められていたため，下水汚泥との混合処理が

検討された． 

 恵庭市についても，生ごみを含む可燃ごみは全量埋立

処分を行っていたが，平成23年から予定されていた広域

処理が延期されたことを受け，最終処分場の延命化と温

室効果ガスの排出抑制を目的に，平成24年度から収集ご

みの約30%を占める生ごみの分別収集とバイオガス化処

理が行われるようになった．当時，既存の下水処理場を

活用し，生ごみを用いたバイオマス発電を行う事業は全

国で初の取り組みであった．し尿処理に関しては，下水

道および個別排水処理施設の普及により，し尿の処理量

が減少傾向にあったこと，さらにし尿処理にかかる費用

が下水処理にかかる費用よりも高額であったことから，

平成16年度より，し尿処理施設での2次処理を休止した．

休止後，し尿処理施設では前処理のみ実施し，下水終末

表-1 対象施設概要 

 北広島下水処理センター 恵庭終末処理場 

事業名称 北広島市バイオマス利活用施設整備事業 恵庭市バイオマスエネルギー推進事業 

事業開始 バイオマス混合処理運転開始：平成23年4月 恵庭市生ごみ・し尿処理場運転開始：平成24年9月 

バイオマス 

受入量 

下水汚泥（濃縮汚泥）  97m3/日 

生ごみ    17t/日 

           （家庭系11.8t/日，事業系5.5t/日） 

し尿・浄化槽汚泥  40t/日 

下水    47,500m3/日 

生ごみ   18t/日 

し尿・浄化槽汚泥 15t/日 

バイオマス 

有効利用方法 

バイオガス  ：浄化槽加温熱源，汚泥乾燥熱源 

乾燥汚泥  ：農地利用，市民緑化 

バイオガス  ：電気 

汚泥   ：肥料，セメント材料 

補助金 国土交通省 

  新世代下水道支援事業（未利用エネルギー活用型） 

環境省 

  循環型社会形成推進交付金事業 

※ 先進的な施設であったため，それぞれの補助金適用範

囲については，平成20年度に1年をかけて国土交通省

と環境省で協議が行われ，調整された． 

防衛省補助 

国土交通省 

  新世代下水道支援事業（未利用エネルギー活用方） 

  MICS事業 

 

- 8 -



 

 

処理場へ移送して処理が行われるようになった７）． 

 

 

3. 導入効果の算定 

 

(1) 北広島下水処理センター 

a) 評価範囲と評価期間 

 本研究では，コストとCO2を評価指標とし，基準年度

と評価対象年度の比較を行った． 

 前述の通り，北広島市では平成23年度より生ごみの受

け入れを開始し，平成25年度よりし尿・浄化槽汚泥の受

け入れを開始している．そのため，混合メタン発酵導入

が実施される前年の平成22年度を基準年度とし，基準年

度と平成24年度（評価対象年度）と比較をすることによ

り，生ごみを受け入れたことによる導入効果を，基準年

度と平成25年4月～12月（評価対象年度）を比較するこ

とにより，更にし尿・浄化槽汚泥を受け入れたことによ

る導入効果を把握する．なお，平成25年4月～12月のデ

ータに関しては，１年間に換算することにより，比較を

行った． 

 北広島下水処理センターを対象とした評価範囲を図-1

～図-3に示す．評価範囲は，混合メタン発酵導入後の処

理対象物である事業系生ごみ，家庭系生ごみ，流入汚水，

し尿が北広島下水処理センターへ搬入されてから，処理

が行われ，発生したバイオガスを使用するとともに，乾

燥汚泥を堆肥として利用し，残渣を処理するまでとする．

比較対照としては，従来の北広島市での処理方法を想定

し，生ごみは最終処分場への直接埋立，流入汚水は下水

処理場での処理，し尿はし尿処理施設での処理とした．

なお，事業系生ごみの収集運搬費に関しては，収集運搬

を委託業者が行うまたは持ち込みで行っているため，デ

ータを把握することができなかった．そのため，基準年

度・評価対象年度いずれにおいても評価の対象外とした． 

 機能単位は，評価対象年度に北広島下水処理センター

で処理された１年間の処理量とした．基準年のコストお

よびCO2排出量については，基準年度のデータを用いて

単位量あたりのコストまたはCO2排出量を作成し，それ

に評価対象年度の量を乗じることにより算出した． 

b) コストデータの設定 

 コストについては，収入としての袋収入と堆肥売却収

入，費用としての施設の減価償却費と残渣の埋立費，収

集運搬費，電力購入費，重油購入費，し尿処理委託費を

用いて算出した．以下にその設定方法を記す． 

 なお，データに関しては，ヒアリング調査７），清掃

事業の概要８），一般廃棄物処理基本計画９）により，得

たデータを使用した． 

袋収入 

 基準年度：普通ごみとして収集を行っていたため，

普通ごみのごみ袋単価を用いて，生ごみ分のごみ袋

販売収入を推計した． 

 評価対象年度：生ごみ袋収入のデータを用いた． 

堆肥売却収入 

 基準年度，評価対象年度いずれにおいてもヒアリン

グ調査により得たデータを用いた． 

減価償却費 

 評価対象年度：ヒアリング調査により，新設した設

備のイニシャルコストと耐用年数を入手し，算出し

た．なお，対象とした施設はし尿等機械・電気設備，

消化槽増設，し尿等予備貯留槽建設である． 

埋立費 

 基準年度：一般廃棄物の埋立処理委託費のデータと

埋立量を用いて，推計した． 

 評価対象年度：下水処理センターで処理をする際に

表-2 基準年度と評価対象年度 

基準年度  評価対象年度 

平成22年度  平成24年度  平成25年4月～12月 

 

事業系一般廃棄物の
生ごみ

一般廃棄物の
生ごみ

流入汚水

し尿・浄化槽汚泥

下水処理場

し尿処理施設

最終処分場

最終処分場

汚泥

汚泥

評価範囲  
図-1 評価範囲（平成22年度） 

 

事業系一般廃棄物の
生ごみ

一般廃棄物の
生ごみ

流入汚水

し尿・浄化槽汚泥

混合処理施設

し尿処理施設

堆肥

汚泥

残渣

評価範囲  
図-2 評価範囲（平成24年度） 

 

事業系一般廃棄物の
生ごみ

一般廃棄物の
生ごみ

流入汚水

し尿・浄化槽汚泥

混合処理施設 堆肥

残渣 評価範囲  
図-3 評価範囲（平成25年4月～12月） 
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発生した処理残渣は埋立処分を行っている．この費

用を処理量と処理単価より推計した． 

収集運搬費 

 基準年度：家庭系普通ごみの最終処分場までの収集

運搬費から単位量あたりの収集運搬費を推計し，評

価対象年度の処理量を乗じることにより，収集運搬

費を推計した． 

 評価対象年度：ヒアリング調査によって得られた家

庭系生ごみの収集運搬費を用いた． 

電力購入費 

 基準年度：基準年度のデータをもとに，単位量当た

りの電力購入単価を算出し，それに評価対象年度の

処理量を乗じることにより，電力購入費を推計した． 

 評価対象年度：ヒアリング調査によって得られた電

力購入費を用いた． 

重油購入費 

 基準年度：基準年度のデータをもとに，単位量当た

りの重油購入単価を算出し，それに評価対象年度の

処理量を乗じることにより，重油購入費を推計した． 

 評価対象年度：ヒアリング調査によって得られた重

油購入費を用いた． 

し尿処理委託費 

 基準年度：混合メタン発酵導入以前，し尿は道央地

区環境衛生組合に委託し処理が行われていたため，

そのデータを用いて単位量当たりのし尿処理委託費

を算出し，それに評価対象年度のし尿処理量を乗じ

ることにより，し尿処理委託費を推計した． 

c) CO2排出原単位の設定 

 CO2排出量は，収集運搬，施設での電力および重油の

使用，焼却処理，埋立処分の工程を対象に算出した． 

 本研究では，「温室効果ガス排出量算定・報告マニュ

アル」19)，「電気事業者別のCO2排出係数」11), 12), 13)の温室

効果ガス排出原単位を用い，メタン（CH4）に関しては

GWP（地球温暖化係数）を用いてCO2に等価換算した．

使用した温室効果ガス排出原単位を表-3に，等価換算に

用いたGWPを表-4に示す． 

 また，各工程の具体的な設定方法については，以下に

記す． 

収集運搬に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度，評価対象年度いずれにおいても，軽油の

年間消費量のデータを用いて，それにCO2排出原単

位を乗じることにより，CO2排出量を推計した． 

電力使用に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度，評価対象年度いずれにおいても，電力消

費量のデータを用いて，それにCO2排出原単位を乗

じることにより，CO2排出量を推計した． 

重油使用に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度，評価対象年度いずれにおいても，重油消

費量のデータを用いて，それにCO2排出原単位を乗

じることにより，CO2排出量を推計した． 

汚泥の焼却に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度：し尿処理施設から搬出された汚泥は，焼

却処理されており，その処理量にCO2排出原単位を

乗じることにより，CO2排出量を推計した． 

埋立に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度：家庭系普通ごみおよび事業系一般廃棄物

は直接埋立を行っており，その際に発生するメタン

を埋立量にCH4排出原単位を乗じることにより，メ

タン発生量を推計し，それにGWPを用いて，CO2換

算した． 

 評価対象年度：混合メタン発酵施設の前処理工程で

発生する残渣を埋立処分しており，その際に発生す

るメタンを埋立量にCH4の排出原単位を乗じること

により，メタン発生量を推計し，それにGWPを用い

て，CO2換算した． 

 

表-3 温室効果ガスの温暖化係数 

   出典 

軽油 2.58 kg-CO2/ℓ  ① 

電気（平成22年度） 0.433 kg-CO2/kwh ② 

電気（平成24年度） 0.485 kg-CO2/kwh ③ 

電気（平成25年度） 0.688 kg-CO2/kwh ④ 

重油（Ａ重油） 2.71 kg-CO2/ℓ  ① 

厨芥類の埋立 0.145 kg-CH4/kg ① 

汚泥の焼却 9.7 kg-CH4/kg ① 

①温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル10) 

②電気事業者別のCO2排出係数（平成22年度実績）11) 

③電気事業者別のCO2排出係数（平成24年度実績）12) 

④電気事業者別のCO2排出係数（平成25年度実績）13) 

 

表-4 温室効果ガスの温暖化係数 

物質名  温暖化係数 

二酸化炭素（CO2）  1 

メタン（CH4）  21 

 

d) 評価結果 

 算出したコストを図-4に示す．棒グラフの正の部分は

基準年に比べ，増加した費用などマイナスに働いている

項目の値を示しており，負の部分は基準年に比べ，増加

した収入や費用負担がなくなった項目などプラスに働い

ている部分の値を示している．（つまり，差を取り，マ

イナスとなっている分だけ，導入効果があったことを示

している．） 

 内訳として特に大きく影響を与えているものとしては，

平成25年4月からし尿浄化槽汚泥を本格投入し始めたこ

とにより，し尿処理委託費が混合メタン発酵導入によっ

て，大幅に減少していることである．また，メタン発酵

導入よって増加したコストとしては，生ごみを分別収集

して回収することによる影響を受け，収集運搬費用の負

担が大きくなっている．また，施設の新設または増設に
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より，混合メタン発酵施設整備に伴う減価償却費の負担

が大きな割合を占めている． 

 算出したCO2排出量を図-5に示す．棒グラフの正の部

分は導入によって増加したCO2排出量分，負の部分は導

入よるCO2排出量削減分を示す．（つまり，差を取り，

マイナスとなった値がCO2削減効果となる．） 

 混合メタン発酵導入により，生ごみの直接埋立が無く

なった分，CO2の排出量は少なくなっており，その分の

CO2排出量削減効果がみられる．一方，生ごみを分別収

集したことによるゴミ収集車の燃料に起因するCO2排出

量は増加した．また，下水処理場内で使用されたユーテ

ィリティをみてみると，重油使用に係るCO2排出量が減

少した一方で，施設内での電力使用量に係るCO2排出量

は増加している． 

 

(2) 恵庭下水終末処理場 

a) 評価範囲と評価期間 

 北広島下水処理センターの評価と同様，恵庭下水終末

処理場についても，「コスト」と「CO2排出量」の算出

を行う． 

 恵庭下水終末処理場では，平成24年度より生ごみの受

け入れを開始している．そのため，混合メタン発酵導入

が実施される前年の平成23年度を基準年度とし，導入後

の平成24年9月（評価対象年度）との比較を行うことに

より，混合嫌気性消化の導入効果を把握する．なお，平

成24年9月のデータは，１年間に換算し，比較を行った． 

 恵庭下水終末処理場に対する評価範囲を図-6，図-7に

示す．恵庭市に関しても混合メタン発酵導入後の処理対

象物である事業系生ごみ，家庭系生ごみ，流入汚水，し

尿・浄化槽汚泥を対象に評価を行う． 

 機能単位についても北広島下水処理センターと同様に，

評価対象年度に恵庭下水終末処理場で処理された１年間

の処理量とした．算出方法等についても北広島下水処理

センターと同様である． 

b) コストデータの設定 

 コストの設定についても，北広島下水処理センターと

基本的に同様であり，以下には異なる点についてのみ記

載する． 

減価償却費 

 評価対象年度：ヒアリング調査により，下水処理場

のイニシャルコストと耐用年数を入手し，算出した．

なお，対象とした施設は生ごみ受入施設（建築），

受入ホッパ・破砕分別機（機械・電気），混合調整

設備（機械），付帯設備（土木），汚泥調整設備

（土木・機械・電気），脱硫設備（機械），ガスタ

ンク，発電設備（機械・電気）である． 

搬出汚泥費 

 基準年度および評価対象年度いずれも，搬出された

汚泥は処理を委託し，肥料またはセメント原料とし

て処理されている．これらに対して，搬出された量

と委託単価のデータを用いて，搬出汚泥費を推計し

た． 

し尿・浄化槽汚泥処理 

 基準年度および評価対象年度いずれにおいても，下

水処理場で，し尿・浄化槽汚泥を処理している． 

 

-200 -150 -100 -50 0 50 100

平成22年度と

平成24年度の差

平成22年度と

平成25年4月～12月の差

コスト（百万円/年）

袋収入 堆肥売却収入 減価償却費 埋立費

収集運搬 電力購入費 重油購入費 し尿処理委託費
 

図-4 コスト（北広島下水処理センター） 

 

-4,000 -3,000 -2,000 -1,000 0 1,000

平成22年度と

平成24年度の差

平成22年度と

平成25年4月～12月の差

CO2排出量（t-CO2年）

収集運搬 電気 重油 埋立 焼却  
図-5 CO2排出量（北広島下水処理センター） 
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c) CO2排出原単位の設定 

 CO2削減量削減効果は，収集運搬，電力使用，重油使

用，埋立処分の工程を対象に算出した．使用した温室効

果ガス排出原単位を表-6に示す．各工程の具体的な設定

方法についても基本的に北広島下水処理センターと同様

であり，以下には異なる点についてのみ記載する． 

し尿処理施設に係る温室効果ガス排出量 

 基準年度および評価対象年度いずれにおいても，下

水処理場で，し尿・浄化槽汚泥を処理しており，そ

の処理に伴う温室効果ガス排出量を処理量から推計

した． 

d) 評価結果 

 算出したコストを図-8に示す．北広島市の場合と同様

に，棒グラフの正の部分は基準年に比べ，増加した費用

などマイナスに働いている項目の値を示しており，負の

部分は基準年に比べ，増加した収入や費用負担がなくな

った項目などプラスに働いている部分の値を示している．

混合メタン発酵導入により，生ごみの分別収集に伴い収

集運搬委託費用の増加，汚泥の増加に伴い汚泥処理委託

費等が増加したことがわかった．一方，生ごみをリサイ

クルするようになった分，埋立費は削減できていること

がわかった． 

 算出したCO2排出量を図-9に示す．北広島市同様，棒

グラフの正の部分は導入によって増加したCO2排出量分，

負の部分は導入によるCO2排出量削減分を示す．混合メ

タン発酵導入により，生ごみの直接埋立が無くなった分，

CH4の排出量は少なくなっており，その分のCO2排出量

削減効果がみられる．一方で，収集運搬の増加に伴う燃

料起因のCO2排出量，混合メタン発酵のプロセスで発生

する生ごみ残渣の埋立処分に係るCH4排出量は増大して

いる． 

 

 

-40 0 40 80 120 160

平成23年度と

平成24年9月の差

コスト（百万円/年）

収集運搬委託費 埋立費 イニシャルコスト 電力購入費

重油購入費 残渣処理費 搬出汚泥委託費
 

図-8 コスト（恵庭終末処理場） 
 

-15,000 -10,000 -5,000 0 5,000

平成23年度と

平成24年9月の差

CO2排出量（t-CO2/年）

収集運搬燃料 直接埋立 電力使用

重油使用 生ごみ残渣埋立 し尿残渣埋立
 

図-9 CO2排出量（恵庭終末処理場） 

表-5 基準年度と評価対象年度 

基準年度  評価対象年度 

平成23年度  平成24年9月 

 

混合処理施設

事業系一般廃棄物の
生ごみ

一般廃棄物の
生ごみ

流入汚水

し尿・浄化槽汚泥

最終処分場

最終処分場

汚泥

評価範囲  
図-6 評価範囲（平成23年度） 

 

事業系一般廃棄物の
生ごみ

一般廃棄物の
生ごみ

流入汚水

し尿・浄化槽汚泥

混合処理施設 堆肥

残渣 評価範囲  
図-7 評価範囲（平成24年9月） 

 

表-6 温室効果ガスの温暖化係数 

   出典 

軽油 2.58 kg-CO2/ℓ  ① 

電気（平成23年度） 0.353 kg-CO2/kwh ② 

電気（平成24年度） 0.485 kg-CO2/kwh ③ 

重油（Ａ重油） 2.71 kg-CO2/ℓ  ① 

廃棄物の埋立 

（食物くず，厨芥類） 
0.145 kg-CH4/kg ① 

し尿処理施設に係わる汚泥 0.133 kg-CH4/kg ① 

①温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル10) 

②電気事業者別のCO2排出係数（平成23年度実績）15) 

③電気事業者別のCO2排出係数（平成24年度実績）12) 
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4. まとめ 

 

 本研究では，北広島下水処理センターと恵庭下水終末

処理場を対象に，混合メタン発酵の導入効果を把握する

ため，コストとCO2排出量の算出を試みた．本研究で対

象とした評価年度および評価範囲で，コストとCO2排出

量を算出した結果，以下の結論を得た． 

① コストについては，生ごみの分別収集に伴う収集

運搬費の増大が顕著にみられた． 

② CO2排出量については，対象とした両市とも混合メ

タン発酵導入前に生ごみを直接埋立していたこと

もあり，生ごみを埋め立てないことによるメタン

排出量の削減が大きな効果として表れた．今回の

算出では，施設で実際に処理された量のみを対象

として計算しており，今後，更なる分別率の向上

により生ごみの処理量が増えると，よりCO2排出量

の削減効果は表れるものと考えられる． 

 本研究では，北広島下水処理センター，恵庭下水終末

処理場いずれにおいても，混合メタン発酵導入後と，導

入前の直接埋立を行っていた期間の比較のみを実施した．

一般的に一般廃棄物の直接埋立を行っている地域はごく

限られるため，焼却処理を行っている施設を対象に，導

入効果の把握を行うことで，より多くの地域で混合メタ

ン発酵の導入を検討する際の有益な情報になるものと考

えられる．また，本研究では，道内の施設のみを対象と

したが，下水処理場で混合メタン発酵を導入している施

設は道外にも３施設存在するため，対象施設を拡大して

比較検討を行うことも必要である． 
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ESTIMATION OF THE EFFECTIVE OF INTRODUCING CO-FERMENTATION 

SYSTEMS FOR KITCHEN WASTE, SEWAGE SLUDGE AND NIGHT SOIL 

SLUDGE ON COSTS AND CARBON DIOXIDE EMISSIONS 

 

Atsushi FUJIYAMA, Toru FURUICHI, Kazuei ISHII, Yu-Chi WENG 

and Kento DOHI 

 
There are 280 anaerobic fermentation plants for the treatment of sludge in sewage plants in Japan, but 

only five plants use anaerobic co-fermentation of sewage sludge and kitchen waste. In this study, we 

evaluated the effectiveness of co-fermentation systems for sewage sludge and kitchen waste in the Japa-

nese cities of Kitahiroshima and Eniwa. Both sewage treatment plants established goals such as extending 

of the lifespan of landfill sites and reducing the environmental burden. The annual costs (yen/year) and 

CO2 emissions (CO2/year) were estimated before and after the introduction of the co-fermentation sys-

tems. This study found that the introduction of a co-fermentation system decreased CO2 emissions at 

Kitahiroshima and Eniwa. The costs of commissioning exerted a large effect on the overall cost reduc-

tions. Finally, the reduction in CO2 emissions from landfill sites that received kitchen waste contributed 

significantly to the overall reduction in CO2 emissions. 
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